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○扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助金交付要綱 

令和３年３月２９日要綱第９９号 

扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、空家を地域活性化につながる住民活動の事業拠点として改修し、住民活

動を実施する団体に対し、扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助金

（以下「補助金」という。）を交付することにより、空家の有効活用の促進及び住民活動に

よる協働の推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 空家 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２条第１

項に規定する空家等のうち、建築物に附属する工作物及びその敷地を除く建築物をいう。 

(2) 住民活動団体事業拠点 この要綱に基づく補助金の交付を受けて改修した空家をいう。 

(3) 住民活動 扶桑町住民活動及び協働の推進に関する条例（平成１８年条例第３３号。次

条において「条例」という。）第２条第２項に規定する活動をいう。 

（補助の対象となる団体） 

第３条 補助金の交付を受ける団体（以下「申請団体」という。）は、条例第１０条に規定す

る住民活動団体の登録をした団体をいう。 

（補助対象建築物） 

第４条 補助金の交付の対象となる空家（以下「補助対象建築物」という。）は、次に掲げる

全ての要件に該当しなければならない。 

(1) 町内に存する１年以上使用されていない空家で、２分の１以上が居住の用に供されてい

たものであること。ただし、空家が長屋又は共同住宅の場合は、全戸において１年以上使

用されていないものであること。 

(2) 過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていない建築物であること。 

(3) 国又は地方公共団体からこの要綱に基づく補助金の対象工事と同一の箇所に対して同種

又は類似の補助を受けていない建築物であること。 

(4) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その

他関連する法令等に適合している建築物であること。 

(5) 未登記の建築物でないこと。 

（権利者の同意） 

第５条 補助対象建築物及びその敷地の所有者（以下「権利者」という。）のうち申請団体以

外の者があるときは、申請団体は、空家の改修及び住民活動の実施について権利者（申請団

体を除く。）の全員の同意を得なければならない。 

（補助対象工事等） 

第６条 補助金交付の対象とする工事等（以下「補助対象工事等」という。）は、次に掲げる

ものとする。ただし、第１０条の規定により補助金の交付決定の通知を受ける前に行ったも

のは除く。 

(1) 台所、洗面所又は便所の改修 

(2) 給排水、電気、空調又はガス設備の改修 

(3) 屋根、外壁等の外装の改修 

(4) 壁紙、床の仕上げ等の内装その他造作の改修 
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(5) 建築物のバリアフリー改修 

(6) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象工事

等に要する経費とする。 

２ 申請団体が補助対象工事等を自ら施工する場合の補助対象経費は、当該補助対象工事等に

使用する材料に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、補助対象経費の合計額に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。 

２ 前項の補助金の額は、４０万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 申請団体は、町長が別に定める日までに扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事

業拠点改修費補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げる関係書類を添えて町長に申請しな

ければならない。 

(1) 扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助事業計画書（様式第２） 

(2) 事業拠点計画書（様式第３） 

(3) 付近見取図 

(4) 補助対象工事等の施工図面 

(5) 補助対象経費の見積書 

(6) 補助対象工事等の着手前の状況を示す写真 

(7) 誓約書 

(8) 建物登記簿及び土地登記簿の全部事項証明書（発行日から１月以内のものに限る。） 

(9) 権利者の同意を証する書面 

(10) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定の通知等） 

第１０条 町長は、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定内容を記載した扶桑町

空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助金交付決定通知書（様式第４）によ

り、申請団体に通知するものとする。 

２ 町長は、補助金の不交付を決定したときは、速やかにその決定内容を申請団体に通知する

ものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により補助金の交付を決定した場合において、補助金の交付の目的

を達成するために必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

（変更） 

第１１条 前条第１項の規定による決定の通知を受けた申請団体（以下「交付決定団体」とい

う。）は、補助金の交付申請に係る内容を変更しようとするときは、扶桑町空家の有効活用

による住民活動団体事業拠点改修費補助金変更申請書（様式第５）に関係書類を添えて、町

長に申請しなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに審査し、補助金の交付決定額を

変更すべきものと認めたときは、扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費

補助金変更決定通知書（様式第６）により交付決定団体に通知するものとする。 

（中止） 
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第１２条 交付決定団体は、補助金の交付申請に係る補助対象工事等を中止しようとするとき

は、扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助事業中止届（様式第７）

に関係書類を添えて町長に届け出なければならない。 

２ 前項に規定する届出があったときは、当該交付申請に係る補助金の交付の決定は取り消さ

れたものとみなす。 

（完了報告） 

第１３条 交付決定団体は、原則として、補助対象工事等が完了した日から３０日を経過した

日又は当該年度の２月末日のいずれか早い日（以下「完了期限」という。）までに補助対象

工事等を完了し、扶桑町空家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助事業完了報

告書（様式第８）に次に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければならない。 

(1) 補助対象建築物に係る賃貸借契約書、売買契約書又はこれらに代わる書面の写し 

(2) 補助対象経費を支出したことを証する領収書の写し 

(3) 補助対象工事等の完了後の状況を示す写真（補助対象工事等の箇所ごとの写真） 

(4) その他町長が必要と認める書類 

（補助対象工事等の完了検査） 

第１４条 町長は、前条に規定する報告があったときは、補助対象工事等の適切な施工の確認

のため、現地において完了検査を行うことができる。この場合において、補助対象工事等の

実施状況等の確認に必要な限度において、交付決定団体又は当該補助対象工事等を施工する

者に対し、実施状況等に関し報告させることができる。 

（補助金の請求） 

第１５条 交付決定団体は、第１３条の規定による報告を行った日から３０日以内に扶桑町空

家の有効活用による住民活動団体事業拠点改修費補助金交付請求書（様式第９）により補助

金の請求を行わなければならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１６条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部若しく

は一部を取り消し、又は変更することができる。 

(1) 申請内容に虚偽が含まれていたことが判明したとき。 

(2) 交付決定団体が完了期限までに補助対象工事等を完了しなかったとき又は完了する見込

みがないとき。 

(3) 交付決定団体が第１１条第１項の規定による変更の申請を怠ったとき。 

(4) 補助対象建築物について法の違反の是正を求める行政指導が行われた場合において、交

付決定団体が、当該行政指導に従わないとき。 

２ 交付決定団体は、補助対象工事等の完了した日から５年以内に住民活動団体事業拠点にお

いて住民活動を継続的に実施しなくなったときは、交付を受けた補助金を町長に返還しなけ

ればならない。 

３ 交付決定団体は、補助対象工事等の完了した日から５年以内に補助対象建築物を除却し、

又は補助対象工事等を行った部分について著しい改修を行った場合は、交付を受けた補助金

を町長に返還しなければならない。ただし、除却後の跡地の活用方法、改修工事後の活用方

法等が住民活動に該当すると町長が認める場合は、この限りでない。 

（書類保存） 

第１７条 交付決定団体は、補助金に係る収支の状況を明らかにした帳簿及び書類を整備し、

かつ、これらの帳簿及び書類を補助対象工事等の完了した日から５年を経過する日の属する
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年度の末日まで保存しなければならない。 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

  附 則（令和５年３月２８日要綱第２２号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


